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報告（９件） 

 

報告 3 小郡市土地開発公社の経営状況について 財政課 

小郡市土地開発公社に関する令和３年度事業報告、収入支出決算、財産目録、令和４年度事業計画、

収入支出予算を、地方自治法第２４３条の３第２項の規定に基づき、議会に報告するものです。 

 

報告 4 令和３年度小郡市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 財政課 

令和３年度一般会計予算において、令和４年度へ繰り越した 19 事業について、地方自治法施行令第

１４６条第２項の規定に基づき繰越明許費繰越計算書を調製し、議会に報告するものです。 

 

報告 5 令和３年度小郡市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 下水道課 

令和３年度下水道事業会計予算に定めていた建設改良費の一部について、地方公営企業法第２６条

第１項の規定に基づき令和４年度に繰り越したため、同条第３項の規定に基づき、繰越明許費繰越計算

書を調製し、議会に報告するものです。 

 

報告 6 
専決処分を報告し、承認を求めることについて（小郡市国民健康保険税

条例の一部を改正する条例） 国保年金課 

地方税法施行令の一部を改正する政令が、令和４年３月３１日に公布され、同年４月１日から施行され

たことにより、条例の一部を改正する必要が生じたため、専決処分をしたものです。 

今回の改正は、国民健康保険税の課税限度額の見直しを行うもので、基礎課税額に係る課税限度額

を現行の 63万円から 65万円へ引き上げ、後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を現行の１９

万円から２０万円に引き上げるものです。 

 

報告 7 
専決処分を報告し、承認を求めることについて（小郡市税条例等の一部を

改正する条例） 税務課 

地方税法等の一部を改正する法律、地方税法施行令等の一部を改正する政令等が令和４年３月３１日

に公布されたことにより、小郡市税条例等の一部を改正する必要が生じたため、専決処分したものです。 

主な改正内容は、固定資産税の税額が増加する場合の激変緩和の観点から、負担調整措置により税

額が増加する商業地等について、令和４年度に限り、負担調整措置における課税標準額の上昇幅を評価

額の２．５％（改正前は５％）とするもの及び省エネ改修工事が行われた住宅の固定資産税の減額措置に

ついて、対象となる工事の拡充に伴い規定を整備するものです。 

 

報告 8 
専決処分を報告し、承認を求めることについて（令和３年度小郡市一般会

計補正予算（第１４号）） 財政課 

令和３年度小郡市一般会計において、事業費の確定等に伴い、補助事業や起債および基金等の予算

等の整理を行い、専決処分したものです。 

 

報告 9 
専決処分を報告し、承認を求めることについて（令和４年度小郡市一般会

計補正予算（第１号）） 財政課 

令和４年度小郡市一般会計において、非課税世帯等への臨時特別給付金に係る経費を専決処分した

ものです。（補正額 1億 7,060万円増額） 
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報告 1０ 
専決処分を報告し、承認を求めることについて（令和３年度小郡市介護

保険事業特別会計補正予算（第３号）） 長寿支援課 

令和３年度小郡市介護保険事業特別会計において、事業費の確定等に伴い予算等の整理を行い、保

険料の余剰分等を介護給付費準備基金へ積み立てを行うものです。（積立額 約６，４００万円） 

 

報告11 
専決処分を報告し、承認を求めることについて（令和３年度小郡市下水道

事業会計補正予算（第３号）） 下水道課 

令和３年度小郡市下水道事業会計において、事業費の確定に伴い整備費等の整理を行ったものです。 

 

議案（4件） 

 

議案23 
小郡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 都市計画課 

小郡市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の罰則規定を、建築基準法の罰則規

定と合わせるため、条例の一部を改正するものです。 

 

議案24 令和４年度小郡市一般会計補正予算（第２号）の承認について 財政課 

低所得の子育て世帯に対する生活支援特別給付金に係る経費を編成するものです。 

（補正額 7,303万円増額） 

 

議案25 令和４年度小郡市一般会計補正予算（第３号）の承認について 財政課 

令和４年度一般会計補正予算（第３号）を編成するものです。（補正額 5億 7,748万 6千円増額） 

 

議案26 令和４年度小郡市下水道事業会計補正予算（第１号）の承認について 下水道課 

公共下水道整備に係る令和４年度の社会資本整備総合交付金の内示額が、当初予算額より 4,937

万円減額となったため、減額分を企業債で賄うものです。 

 


